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[基調報告] 

地域づくりにＪＡはいかに機能発揮するか 

就農構造の大きな変化に多様な住民参画と共同活動で明日を拓く 

黒澤賢治（JA-IT研究会副代表委員） 

農村には、「主たる職業は農業」という人だけが

集っているわけではない。私の所は中山間地域で、

56 戸中、農業で暮らしを立てている方は 3 戸しか

いないが、それでも農村だ。そんな切り口から、い

くつかの提起をさせていただきたい。 

センサスに見る昭和ヒトケタ世代のリタイアと 
兼業農家の農外所得の減少 

2010 年農林業センサスをみると、昭和ヒトケタ

世代の方が急速に現場から離れてきていることがク

ローズアップされている。 

また、かつては地域を支えていた兼業農家の農外

所得が大きく減り、コミュニティの経済的な弱体化

が急速に進行している。JA の購買事業は、兼業が

集中しているところから劣化していることも、ここ

数年の実態だ。 

加えて、一部の大型法人は JA から離脱し、残っ

た中小零細の皆さんが地域の営農経済を支え、正組

合員に属している。 

中山間・条件不利地へのコンビニエンスストアの進出 

この右肩下がりの経済実態のなかでも確実に商圏

の拡大をしている産業がある。しかも、農村のなか

に深く入ってきている。それは CVS（コンビニエン

スストア）だ。本年度の出店計画は約 3,600 店。そ

のほとんどが中山間や条件不利地、もっと端的には、

JA が合併で支所を撤廃したところや郵便局が消え

たところだ。 

そうしたところで CVS はかなりの役割を果たして

いる。公共料金の代金決済、年金の引き下ろしとい

った金融サービスはすべて CVS

でできる。ねらっている最大の

対象は、独居老人や小家族、2

人世帯。自分で食事をつくる手

間がない人に 3 食届けるケータ

リング事業は徐々に具体化して

おり、CVS で一番伸びているのはお弁当とお総菜だ。

かつては地域のなかの自助努力、連携でコミュニテ

ィを支えていた農村が、そういったサービスの供与

を受けながら、本来的なコミュニティ力を劣化させ

てきている。 

大手量販の地産地消型供給戦略 

ここ 2～3 年、大手量販の SM（スーパーマーケッ

ト）、生鮮が主力の小規模な駅前店などが、こぞっ

て地産地消型の、地域でとれたものを地域でオペレ

ーションする仕組みに変化している。特に大手量販

でこの傾向があり、全国の 3 分の 2 の店舗で、そう

した動きを加速化させている。ねらいは、地域との

共生により流通コストを削減できること。地域との

新しい融合を目指した戦略だ。 

大きな法人には、産地丸抱えをする。今までは

「これだけほしい」という契約型取引だったが、今

は良いものから規格外のものまですべてを「産地ま

るごとオペレーションしましょう」という形になっ

てきている。 

全国の農産物生産高は 8 兆円そこそこだが、惣菜

は 8 兆 6,000 億円。ということは、日本の農産物生

産高と同規模の食品産業の組織化ができてきている

のではないだろうか。 
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「JA は地域の仕事おこしセンターであれ」 

「JA は地域の仕事おこしセンターであれ」とい

う提起を、今村代表からいただいたことがある。JA

は農工商連携と 6 次産業化という切り口は持ってい

るが、実際には面的、組織的な 6 次産業化や農工商

連携の仕組みづくり、地域システムづくりはほとん

どない。個別経営体がどこかと連携して 6 次産業化

に取り組んだり、直売所をテストマーケティングし

ているだけだ。地域づくりや地域システムを提供す

る JA の事業企画力、事業実践力が非常に劣化して

いることに気づかざるを得ない。 

しかし、6 次産業化や農工商連携のなかには、意

外と JA が地域のなかに普及定着していくためのし

くみがあり、うまくいけば産業になるかもしれない。 

私が住む JA 甘楽富岡の管内で、小さなコミュニ

ティが自助努力で成立している地域がある。飲料水

は地域で水道組合をつくり、簡易水道で自己完結し

ている。道路は行政から材料を支給してもらい、地

域の皆さんが道普請をして、毎年少しずつ整備して

いる。また共有林を使って共同作業で原木を生産し、

シイタケを栽培している。このように、コミュニテ

ィの共有財産をうまく循環させながら、地域の産業

支援をしている。 

以前、全中が「地域との共生」というスローガン、

プランを掲げたことがあるが、我々のような末端の

JA がどういう形で地域との共生を実践したか、今

も残っている社会インフラは非常に少ないのではな

いだろうか。 

JA が地域づくりや地域おこしに参画する手法は

さまざまある。JA 甘楽富岡管内では、旧官営富岡

製糸工場と絹産業遺産をユネスコの世界遺産にエン

トリーしているが、JA もさまざまな形でこの地域

活動を担っている。JA が JA の機能で支援すれば、

地域づくりが花咲くという切り口がまだたくさんあ

ると思うが、大型合併をしてからはそれが難しくな

っている。JA には地域インフラを触発するような

横型の組織はほとんどない。 

営農経済事業の骨格として地域活動を組み込むに

は、地域農業振興計画のなかに位置づけることだ。

それが、JA が地域づくりやコミュニティづくりに

触れ、具体的に価値を共有できる一番の近道ではな

いか。 

地域振興計画はロングスパンでつくる。総代会に

は単年度事業ではなくて、もっとロングスパンでか

けられる。 

地域には、その地域に属性を持つさまざまな事業

がある。コミュニティビジネスといわれるものが、

地域のなかに事業要因として意外と多く存在してい

ることに気づいていないだけだ。コミュニティビジ

ネスのスタート地点は、地域営農振興計画だろう。 

地域に根ざした事業展開のために 

大きくなった JA、組合員が 3 万人もいる JA では、

生活圏や文化を共通できるエリアで地域ビジネスを

つくっていく。 

JA は創造や起業が苦手で、JA だけでやろうとす

ると、すべて組織リスクになる。そのため、組合員

のほか地域住民を含めた統合型の事業を創業する必

要があるかもしれない。 

合併が成立しても、地域内すべてが同じ産業をし

ているわけではないし、同じ文化で統一されている

わけでもない。うまく地域ビジネスができていたり、

地域のなかで資源が循環しているところには、必ず

素晴らしい地域リーダーがおり、その地域にベスト

マッチする地域システムがある。営農システムも同

様で、地域にベストマッチするシステムが地域営農

システムだ。そうした積み上げをすることが、「地

域の仕事おこしセンター」としての JA のスタート

ポジションではないだろうか。 

JA 内の地域リーダーとしてのベストポジション

にいるのは、非常勤の理事や監事だ。こうした方々

を活用して、支店や営農センターを中心に本格的な

地域型の協同活動を仕掛けていくことが、最も手っ

取り早いのではないか。非常勤の理事や監事は、そ

の地域で文化と産業を共有してきた人たちだから、

地域実態をよく知っているはずだ。この人材の使い

方が課題であろう。 

相乗り型地域ビジネス展開の拠点としての JA 

今、農産物直売所や地食型レストラン、知育型体

験学習、グリーンツーリズムなど、さまざまな地域
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ビジネス型の産業が雨後のタケノコのように出てき

ている。ただし、年間を通じて生産活動できる地域

は、日本では総耕地面積の 40％しかない。残り

60％は、雪に埋もれてしまうなど、さまざまな理由

から通年では生産できない地域だ。その生産できな

い 60％の地域を、生産できる 40％の地域は、協同

組合間連携や地域連携でカバーできてはいない。

「隣の道の駅はうちの直売所には敵だ」、そんな程

度のレベルでは産業は成立しない。 

新しい地域づくりに際して、JA と他の組織の最

大の違いは、JA は定款が全国でほぼ同じというこ

とだ。同じ定款で、同じバッジをつけて、同じ綱領

をしゃべっていながら、実は JA 間連携や地域間連

携は非常に薄かった。仲間が全国にいるのだから、

自分の地域を補完してくれる地域とこれを契機に連

携していくべき。こんなことができるのは JA しか

ない。 

ネットワークができてから、新しい産業がたくさ

ん出てきた。東京駅フードコートはご存知のとおり。

品川駅や上野駅もここ数年でガラッと変わった。た

だ残念ながら、本格的な農産物由来のフードコート

にはどこも入っていない。今、JR 東日本が「エキ

ュート戦略」といって、地方の中核都市クラスの基

幹駅を、切符や人間が通過するだけではなく、文化

や食に触れることができる多機能な駅にしようと活

動を展開している。駅は、人が集まり分散する場所

だ。こうした公共性の高いところと JA が相乗りを

して地域戦略をする、地域ビジネスを展開する拠点

にもなりえるのではないかと思い、今回、提起させ

ていただきたい。 

JAのプラットホーム機能の整備を 

JA が地域づくりをする最も大きな使命は、プラ

ットホーム機能を整備すること。行政や民間、組合

員にも、JA のつくった既存の組織に乗っていただ

き、プラットホームで本格的なオペレーションをコ

ーディネイトする。この機能が、最大の、地域に貢

献ができる、あるいは地域ビジネスをつくっていけ

る原点なのではないか。おそらくこの機能は、JA

以外では規制があってできにくいものだろう。 

JA の組織機能と行政の機能が一体化して成功し

ている例は意外と多い。行政には区長、JA には農

事組合長がいて、ツートップ体制で地域をオペレー

ションしている。その両方を一人で担っている地域

もたくさんある。ここは非常にリーダーシップが鮮

明に出るから、逆に JA も、「正組合員以外は農事

組合長にはしない」と言っていると、そのうち正組

合員は半分になってしまう。そういう面では、今が

地域の仕組みを地域でベストな形に変えていける最

後の機会だろうという気がしている。 

さらに新たな協同活動や地域づくりを目指すなか

で、「JA 間連携事業」、「地域連携のコーディネ

イト」、「6 次産業化のプロデュース」、「農工商

連携」といった切り口でのさまざまな関係性の協同

活動が残っている。この部分をしっかりと位置付け、

地域システムをつくりオペレーションしていくのは

営農経済事業だ。つくった作品がお金になって、評

価されてフィードバックされないと地域ビジネスは

育たない。参画した皆さんが応分の対価で評価して

いただく。それが、地域づくりという作品の評価な

のだろうと思う。 
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